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1. 2023年3月期第2四半期（中間期）の連結業績（2022年4月1日～2022年9月30日）

(1) 連結経営成績 （％表示は、対前年中間期増減率）

経常収益 経常利益 親会社株主に帰属する中間純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年3月期中間期 4,078 3.8 318 △20.2 274 △7.0

2022年3月期中間期 3,925 1.5 399 12.9 295 △22.6

（注）包括利益 2023年3月期中間期　　△3,028百万円 （―％） 2022年3月期中間期　　△104百万円 （―％）

1株当たり中間純利益
潜在株式調整後

1株当たり中間純利益
円 銭 円 銭

2023年3月期中間期 32.36 27.25

2022年3月期中間期 34.88 30.73

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

2023年3月期中間期 514,134 10,977 2.1

2022年3月期 523,065 14,046 2.6

（参考）自己資本 2023年3月期中間期 10,954百万円 2022年3月期 14,024百万円

（注）「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計-期末非支配株主持分）を期末資産の部合計で除して算出しております。

なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年3月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00

2023年3月期 ― 5.00

2023年3月期（予想） ― 5.00 10.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

上記「配当の状況」は、普通株式に係る配当の状況です。当行が発行する普通株式と権利関係が異なる種類株式（非上場）の配当の状況については、後述
の「種類株式の配当の状況」をご覧下さい。

なお、上記普通株式に係る配当については、本日開催の取締役会で2023年３月期第２四半期末を基準日とする配当について１株当たり５円00銭とすることを
決定しておりますが、本日別途公表の「臨時株主総会の開催並びに資本準備金及び利益準備金の額の減少並びに別途積立金の取り崩しに関するお知ら
せ」に記載しております2022年12月27日開催の臨時株主総会における全ての付議議案の承認及び効力の発生を前提としております。

3. 2023年 3月期の連結業績予想（2022年4月1日～2023年3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

経常収益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 8,000 △2.5 330 15.7 270 △8.3 31.15

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当中間期における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（注）会計基準等の改正に伴う会計方針の変更につきましては、添付資料Ｐ６「１．中間連結財務諸表及び主な注記（４）中間連結財務諸表に関する注記
事項（会計方針の変更）及びＰ13「２．中間財務諸表及び主な注記（４）中間財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧下さい。

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2023年3月期中間期 8,416,000 株 2022年3月期 8,416,000 株

② 期末自己株式数 2023年3月期中間期 91,138 株 2022年3月期 99,363 株

③ 期中平均株式数（中間期） 2023年3月期中間期 8,319,663 株 2022年3月期中間期 8,314,490 株

（個別業績の概要）

1. 2023年3月期第2四半期（中間期）の個別業績（2022年4月1日～2022年9月30日）

(1) 個別経営成績 （％表示は、対前年中間期増減率）

経常収益 経常利益 中間純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年3月期中間期 3,128 3.1 283 △23.1 254 △8.3

2022年3月期中間期 3,033 2.9 368 14.2 277 △23.6

1株当たり中間純利益
円 銭

2023年3月期中間期 29.90

2022年3月期中間期 32.73

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

2023年3月期中間期 512,025 9,855 1.9

2022年3月期 521,145 12,935 2.4

（参考）自己資本 2023年3月期中間期 9,855百万円 2022年3月期 12,935百万円

（注）「自己資本比率」は、期末純資産の部合計を期末資産の部合計で除して算出しております。

なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。

2. 2023年 3月期の個別業績予想（2022年4月1日～2023年3月31日）
（％表示は、対前期増減率）

経常収益 経常利益 当期純利益
1株当たり

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 6,270 △1.3 290 11.5 260 △7.1 29.95

※ 中間決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・当行は特定事業会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会社）に該当するため、第２四半期会計期間について
は、中間連結財務諸表及び中間財務諸表を作成しております。

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当行が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実
際の業績等は、今後様々な要因により大きく異なる可能性があります。

・前連結会計年度の有価証券報告書の（重要な会計上の見積り）に記載した新型コロナウイルス感染症の影響を含む仮定について重要な変更はありませ
ん。



○種類株式の配当の状況

普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る１株当たり配当金の内訳は以下のとおりであります。

(Ａ種優先株式)

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年３月期 ― 5.78 ― 5.78 11.56

2023年３月期 ― 5.80

2023年３月期(予想) ― 5.80 11.60

なお、上記Ａ種優先株式に係る配当については、本日開催の取締役会で2023年３月期第２四半期末を基準日とする
配当について１株当たり５円80銭とすることを決定しておりますが、本日別途公表の「臨時株主総会の開催並びに資
本準備金及び利益準備金の額の減少並びに別途積立金の取り崩しに関するお知らせ」に記載しております2022年12月
27日開催の臨時株主総会における全ての付議議案の承認及び効力の発生を前提としております。
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１．中間連結財務諸表及び主な注記

（１）中間連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当中間連結会計期間
(2022年９月30日)

資産の部

現金預け金 46,791 57,234

金銭の信託 628 733

有価証券 121,833 108,729

貸出金 334,552 328,706

リース債権及びリース投資資産 3,670 3,686

その他資産 5,637 5,603

有形固定資産 7,280 7,088

無形固定資産 549 573

退職給付に係る資産 309 317

繰延税金資産 117 77

支払承諾見返 4,985 4,633

貸倒引当金 △3,290 △3,251

資産の部合計 523,065 514,134

負債の部

預金 467,275 480,918

借用金 35,282 16,130

その他負債 1,061 1,090

睡眠預金払戻損失引当金 21 20

偶発損失引当金 134 102

役員株式給付引当金 64 69

業績連動賞与引当金 1 0

再評価に係る繰延税金負債 191 191

支払承諾 4,985 4,633

負債の部合計 509,018 503,157

純資産の部

資本金 7,886 7,886

資本剰余金 1,722 1,722

利益剰余金 7,652 7,879

自己株式 △84 △77

株主資本合計 17,177 17,411

その他有価証券評価差額金 △3,629 △6,922

土地再評価差額金 381 381

退職給付に係る調整累計額 95 84

その他の包括利益累計額合計 △3,152 △6,456

非支配株主持分 21 22

純資産の部合計 14,046 10,977

負債及び純資産の部合計 523,065 514,134

　

2



株式会社島根銀行(7150) 2023年３月期 第２四半期決算短信

（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書

（中間連結損益計算書）

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2022年４月１日

　至 2022年９月30日)

経常収益 3,925 4,078

資金運用収益 2,499 2,540

（うち貸出金利息） 1,949 2,147

（うち有価証券利息配当金） 524 356

役務取引等収益 433 491

その他経常収益 991 1,046

経常費用 3,526 3,759

資金調達費用 187 184

（うち預金利息） 184 181

役務取引等費用 354 361

その他業務費用 0 26

営業経費 2,139 2,129

その他経常費用 843 1,057

経常利益 399 318

特別利益 ― 12

固定資産処分益 ― 12

特別損失 0 0

固定資産処分損 0 0

税金等調整前中間純利益 399 330

法人税、住民税及び事業税 102 14

法人税等調整額 1 40

法人税等合計 103 55

中間純利益 295 275

非支配株主に帰属する中間純利益 0 0

親会社株主に帰属する中間純利益 295 274

（中間連結包括利益計算書）

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2022年４月１日

　至 2022年９月30日)

中間純利益 295 275

その他の包括利益 △400 △3,304

その他有価証券評価差額金 △387 △3,293

退職給付に係る調整額 △13 △10

中間包括利益 △104 △3,028

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 △104 △3,029

非支配株主に係る中間包括利益 0 0
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（３）中間連結株主資本等変動計算書

前中間連結会計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 7,886 1,722 7,450 △88 16,970

当中間期変動額

剰余金の配当 △52 △52

親会社株主に帰属する

中間純利益
295 295

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 4 4

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額）

当中間期変動額合計 ― ― 243 4 247

当中間期末残高 7,886 1,722 7,693 △84 17,218

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

土地再評価

差額金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括

利益累計額合計

当期首残高 337 388 116 842 21 17,835

当中間期変動額

剰余金の配当 △52

親会社株主に帰属する

中間純利益
295

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 4

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額）
△387 ― △13 △400 0 △400

当中間期変動額合計 △387 ― △13 △400 0 △152

当中間期末残高 △49 388 102 442 22 17,682
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当中間連結会計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 7,886 1,722 7,652 △84 17,177

当中間期変動額

剰余金の配当 △47 △47

親会社株主に帰属する

中間純利益
274 274

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 7 7

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額）

当中間期変動額合計 ― ― 227 6 234

当中間期末残高 7,886 1,722 7,879 △77 17,411

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

土地再評価

差額金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括

利益累計額合計

当期首残高 △3,629 381 95 △3,152 21 14,046

当中間期変動額

剰余金の配当 △47

親会社株主に帰属する

中間純利益
274

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 7

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額）
△3,293 ― △10 △3,304 0 △3,303

当中間期変動額合計 △3,293 ― △10 △3,304 0 △3,069

当中間期末残高 △6,922 381 84 △6,456 22 10,977
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（４）中間連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

・時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を当中間連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項

に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用す

ることといたしました。

これにより、市場価格のない株式等として取得原価をもって中間連結貸借対照表価額としていた一部の投資信

託について、時価をもって中間連結貸借対照表価額とすることに変更しております。

（追加情報）

・株式給付信託

当行は、当行の取締役、監査役及び執行役員(社外取締役及び社外監査役を含みます。以下、「取締役等」とい

います。)に対する株式報酬制度「株式給付信託(BBT(＝Board Benefit Trust))」(以下、「本制度」といいま

す。)を導入しております。

（1）取引の概要

本制度は、当行が拠出する金銭を原資として当行株式が信託(以下、本制度に基づき設定される信託を「本信

託」といいます。)を通じて取得され、当行の取締役等に対して、当行が定める取締役株式給付規程及び監査役

株式給付規程に従って、役位、業績達成度合いに応じて当行株式及び当行株式を時価で換算した金額相当の金

銭(以下、「当行株式等」といいます。)が本信託を通じて給付される株式報酬制度です。なお、取締役等が当

行株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役等の退任時となります。

（2）信託に残存する当行の株式

信託に残存する当行株式は、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式

として計上しております。当中間連結会計期間末の当該自己株式の帳簿価額は75百万円、株式数は89千株（前

連結会計年度末の帳簿価額は82百万円、株式数は97千株）であります。
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（重要な後発事象）

（第三者割当によるＢ種優先株式の発行）

　当行は、2022年11月11日開催の取締役会において、第三者割当により当行Ｂ種優先株式を発行すること（以下

「本件第三者割当」といいます。）について決議いたしました。

　なお、本件第三者割当につきましては、2022年12月27日開催予定の臨時株主総会において、本件第三者割当に係

る議案が承認されることが条件となります。

１．第三者割当増資によるＢ種優先株式の概要

（１）募集株式の種類 株式会社島根銀行 Ｂ種優先株式

（２）募集株式の数 6,000,000株

（３）募集株式の払込金額 １株につき1,000円（総額金 6,000,000,000円）

（４）増加する資本金の額 １株につき500円（総額金 3,000,000,000円）

（５）増加する資本準備金の額 １株につき500円（総額金 3,000,000,000円）

（６）発行方法 第三者割当の方法により、当行お取引のお客さまを中心に割り当てる。

（７）申込期間 2022年11月12日から2022年12月27日

（８）払込期日 2022年12月28日

２．資金の使途

Ｂ種優先株式の発行により調達した差引手取概算額5,947,750,000円については、払込期日以降に貸出金に充当す

る予定であります。これにより、地域の取引先に円滑に資金供給を行うという地域金融機関としての責務をより一

層果たすことができると考えております。

（資本金及び資本準備金の額の減少）

　当行は、中間配当を実施するほか、継続的な株主還元等や機動的な資本政策を可能とすることを目的として、Ｂ

種優先株式の発行により増加する資本金及び資本準備金の額と同額の資本金及び資本準備金の額の減少を行うこと

を決議いたしました。

　なお、かかる資本金及び資本準備金の額の減少につきましては、Ｂ種優先株式の発行の効力が生じること及び必

要となる許認可等の効力発生が条件となります。

１．減少する資本金の額

　3,000,000,000円（但し、Ｂ種優先株式の発行により同時に増額する資本金の額がこれを下回る場合は、当該

額）。なお、Ｂ種優先株式の発行と同時に、これにより増加する資本金の額を限度として行うものであるため、効

力発生日後の資本金の額は同日前の資本金の額を下回ることはありません。

２．減少する資本準備金の額

　3,000,000,000円（但し、Ｂ種優先株式の発行により同時に増額する資本準備金の額がこれを下回る場合は、当該

額）。なお、Ｂ種優先株式の発行と同時に、これにより増加する資本準備金の額を限度として行うものであるため、

効力発生日後の資本準備金の額は同日前の資本準備金の額を下回ることはありません。

３．資本金及び資本準備金の額の減少の方法

減少する資本金及び資本準備金の額の全額をその他資本剰余金に振り替えることといたします。

４．資本金及び資本準備金の額の減少の日程

取締役会決議日 2022年11月11日

債権者異議申述公告 2022年11月14日

債権者異議申述最終期日 2022年12月14日

効力発生日 2022年12月28日
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（資本準備金及び利益準備金の額の減少）

　当行は、中間配当を実施するほか、継続的な株主還元等や機動的な資本政策を可能とすることを目的として、資

本準備金及び利益準備金の額の減少を行うことを決議いたしました。

　なお、かかる資本準備金及び利益準備金の額の減少につきましては、2022年12月27日開催予定の臨時株主総会に

おいて、議案が承認されることが条件となります。

１．減少する資本準備金の額

1,722,060,370円

２．減少する利益準備金の額

843,041,153円

３．資本準備金及び利益準備金の額の減少の方法

減少する資本準備金の額の全額をその他資本剰余金に、減少する利益準備金の額の全額を繰越利益剰余金に振り

替えることといたします。

４．資本準備金及び利益準備金の額の減少の日程

取締役会決議日 2022年11月11日

債権者異議申述公告 2022年11月14日

債権者異議申述最終期日 2022年12月14日

株主総会決議日 2022年12月27日

効力発生日 2022年12月27日

（別途積立金の取り崩し）

　当行は、中間配当を実施するほか、継続的な株主還元等や機動的な資本政策を可能とすることを目的として、別

途積立金の取り崩しを行うことを決議いたしました。

　なお、かかる別途積立金の取り崩しにつきましては、2022年12月27日開催予定の臨時株主総会において、議案が

承認されることが条件となります。

１．減少する剰余金の項目及びその額

別途積立金 2,072,260,000円

２．増加する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金 2,072,260,000円

３．別途積立金の額の減少の方法

減少する別途積立金の額の全額を繰越利益剰余金に振り替えることといたします。
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２．中間財務諸表及び主な注記

（１）中間貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(2022年３月31日)

当中間会計期間
(2022年９月30日)

資産の部

現金預け金 46,639 57,113

金銭の信託 628 733

有価証券 122,275 109,171

貸出金 336,877 330,861

その他資産 4,795 4,727

その他の資産 4,795 4,727

有形固定資産 7,254 7,060

無形固定資産 541 567

前払年金費用 172 196

繰延税金資産 116 75

支払承諾見返 4,985 4,633

貸倒引当金 △3,141 △3,115

資産の部合計 521,145 512,025

負債の部

預金 467,759 481,265

借用金 34,156 15,003

その他負債 896 883

未払法人税等 49 36

リース債務 45 41

資産除去債務 45 45

その他の負債 756 759

睡眠預金払戻損失引当金 21 20

偶発損失引当金 134 102

役員株式給付引当金 64 69

業績連動賞与引当金 1 0

再評価に係る繰延税金負債 191 191

支払承諾 4,985 4,633

負債の部合計 508,210 502,169

純資産の部

資本金 7,886 7,886

資本剰余金 1,722 1,722

資本準備金 1,722 1,722

利益剰余金 6,658 6,865

利益準備金 833 843

その他利益剰余金 5,824 6,022

別途積立金 2,072 2,072

繰越利益剰余金 3,752 3,949

自己株式 △84 △77

株主資本合計 16,182 16,396

その他有価証券評価差額金 △3,629 △6,922

土地再評価差額金 381 381

評価・換算差額等合計 △3,247 △6,540

純資産の部合計 12,935 9,855

負債及び純資産の部合計 521,145 512,025
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（２）中間損益計算書

(単位：百万円)
前中間会計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当中間会計期間
(自 2022年４月１日

　至 2022年９月30日)

経常収益 3,033 3,128

資金運用収益 2,513 2,553

（うち貸出金利息） 1,955 2,153

（うち有価証券利息配当金） 531 364

役務取引等収益 434 491

その他経常収益 86 83

経常費用 2,664 2,845

資金調達費用 186 183

（うち預金利息） 184 181

役務取引等費用 354 361

その他業務費用 0 26

営業経費 2,105 2,099

その他経常費用 18 175

経常利益 368 283

特別利益 ― 12

固定資産処分益 ― 12

特別損失 0 0

固定資産処分損 0 0

税引前中間純利益 368 294

法人税、住民税及び事業税 92 4

法人税等調整額 △1 36

法人税等合計 90 40

中間純利益 277 254
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（３）中間株主資本等変動計算書

　前中間会計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 7,886 1,722 1,722 813 2,072 3,585 6,470

当中間期変動額

剰余金の配当 △52 △52

利益準備金の積立 10 △10 ―

中間純利益 277 277

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額）

当中間期変動額合計 ― ― ― 10 ― 214 225

当中間期末残高 7,886 1,722 1,722 824 2,072 3,800 6,696

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △88 15,991 337 388 726 16,717

当中間期変動額

剰余金の配当 △52 △52

利益準備金の積立 ― ―

中間純利益 277 277

自己株式の取得 △0 △0 △0

自己株式の処分 4 4 4

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額）
△387 ― △387 △387

当中間期変動額合計 4 229 △387 ― △387 △157

当中間期末残高 △84 16,221 △49 388 339 16,560
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　当中間会計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 7,886 1,722 1,722 833 2,072 3,752 6,658

当中間期変動額

剰余金の配当 △47 △47

利益準備金の積立 9 △9 ―

中間純利益 254 254

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額）

当中間期変動額合計 ― ― ― 9 ― 197 206

当中間期末残高 7,886 1,722 1,722 843 2,072 3,949 6,865

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △84 16,182 △3,629 381 △3,247 12,935

当中間期変動額

剰余金の配当 △47 △47

利益準備金の積立 ― ―

中間純利益 254 254

自己株式の取得 △0 △0 △0

自己株式の処分 7 7 7

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額）
△3,293 ― △3,293 △3,293

当中間期変動額合計 6 213 △3,293 ― △3,293 △3,079

当中間期末残高 △77 16,396 △6,922 381 △6,540 9,855
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（４）中間財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

・時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を当中間会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定

める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用するこ

とといたしました。

これにより、市場価格のない株式等として取得原価をもって中間貸借対照表価額としていた一部の投資信託に

ついて、時価をもって中間貸借対照表価額とすることに変更しております。

（追加情報）

・株式給付信託

当行は、当行の取締役、監査役及び執行役員(社外取締役及び社外監査役を含みます。以下、「取締役等」とい

います。)に対する株式報酬制度「株式給付信託(BBT(＝Board Benefit Trust))」(以下、「本制度」といいま

す。)を導入しております。

（1）取引の概要

本制度は、当行が拠出する金銭を原資として当行株式が信託(以下、本制度に基づき設定される信託を「本信

託」といいます。)を通じて取得され、当行の取締役等に対して、当行が定める取締役株式給付規程及び監査役

株式給付規程に従って、役位、業績達成度合いに応じて当行株式及び当行株式を時価で換算した金額相当の金

銭(以下、「当行株式等」といいます。)が本信託を通じて給付される株式報酬制度です。なお、取締役等が当

行株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役等の退任時となります。

（2）信託に残存する当行の株式

信託に残存する当行株式は、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式

として計上しております。当中間会計期間末の当該自己株式の帳簿価額は75百万円、株式数は89千株（前事業

年度末の帳簿価額は82百万円、株式数は97千株）であります。
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（重要な後発事象）

（第三者割当によるＢ種優先株式の発行）

　当行は、2022年11月11日開催の取締役会において、第三者割当により当行Ｂ種優先株式を発行すること（以下

「本件第三者割当」といいます。）について決議いたしました。

　なお、本件第三者割当につきましては、2022年12月27日開催予定の臨時株主総会において、本件第三者割当に係

る議案が承認されることが条件となります。

１．第三者割当増資によるＢ種優先株式の概要

（１）募集株式の種類 株式会社島根銀行 Ｂ種優先株式

（２）募集株式の数 6,000,000株

（３）募集株式の払込金額 １株につき1,000円（総額金 6,000,000,000円）

（４）増加する資本金の額 １株につき500円（総額金 3,000,000,000円）

（５）増加する資本準備金の額 １株につき500円（総額金 3,000,000,000円）

（６）発行方法 第三者割当の方法により、当行お取引のお客さまを中心に割り当てる。

（７）申込期間 2022年11月12日から2022年12月27日

（８）払込期日 2022年12月28日

２．資金の使途

Ｂ種優先株式の発行により調達した差引手取概算額5,947,750,000円については、払込期日以降に貸出金に充当す

る予定であります。これにより、地域の取引先に円滑に資金供給を行うという地域金融機関としての責務をより一

層果たすことができると考えております。

（資本金及び資本準備金の額の減少）

　当行は、中間配当を実施するほか、継続的な株主還元等や機動的な資本政策を可能とすることを目的として、Ｂ

種優先株式の発行により増加する資本金及び資本準備金の額と同額の資本金及び資本準備金の額の減少を行うこと

を決議いたしました。

　なお、かかる資本金及び資本準備金の額の減少につきましては、Ｂ種優先株式の発行の効力が生じること及び必

要となる許認可等の効力発生が条件となります。

１．減少する資本金の額

　3,000,000,000円（但し、Ｂ種優先株式の発行により同時に増額する資本金の額がこれを下回る場合は、当該

額）。なお、Ｂ種優先株式の発行と同時に、これにより増加する資本金の額を限度として行うものであるため、効

力発生日後の資本金の額は同日前の資本金の額を下回ることはありません。

２．減少する資本準備金の額

　3,000,000,000円（但し、Ｂ種優先株式の発行により同時に増額する資本準備金の額がこれを下回る場合は、当該

額）。なお、Ｂ種優先株式の発行と同時に、これにより増加する資本準備金の額を限度として行うものであるため、

効力発生日後の資本準備金の額は同日前の資本準備金の額を下回ることはありません。

３．資本金及び資本準備金の額の減少の方法

減少する資本金及び資本準備金の額の全額をその他資本剰余金に振り替えることといたします。

４．資本金及び資本準備金の額の減少の日程

取締役会決議日 2022年11月11日

債権者異議申述公告 2022年11月14日

債権者異議申述最終期日 2022年12月14日

効力発生日 2022年12月28日
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（資本準備金及び利益準備金の額の減少）

　当行は、中間配当を実施するほか、継続的な株主還元等や機動的な資本政策を可能とすることを目的として、資

本準備金及び利益準備金の額の減少を行うことを決議いたしました。

　なお、かかる資本準備金及び利益準備金の額の減少につきましては、2022年12月27日開催予定の臨時株主総会に

おいて、議案が承認されることが条件となります。

１．減少する資本準備金の額

1,722,060,370円

２．減少する利益準備金の額

843,041,153円

３．資本準備金及び利益準備金の額の減少の方法

減少する資本準備金の額の全額をその他資本剰余金に、減少する利益準備金の額の全額を繰越利益剰余金に振り

替えることといたします。

４．資本準備金及び利益準備金の額の減少の日程

取締役会決議日 2022年11月11日

債権者異議申述公告 2022年11月14日

債権者異議申述最終期日 2022年12月14日

株主総会決議日 2022年12月27日

効力発生日 2022年12月27日

（別途積立金の取り崩し）

　当行は、中間配当を実施するほか、継続的な株主還元等や機動的な資本政策を可能とすることを目的として、別

途積立金の取り崩しを行うことを決議いたしました。

　なお、かかる別途積立金の取り崩しにつきましては、2022年12月27日開催予定の臨時株主総会において、議案が

承認されることが条件となります。

１．減少する剰余金の項目及びその額

別途積立金 2,072,260,000円

２．増加する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金 2,072,260,000円

３．別途積立金の額の減少の方法

減少する別途積立金の額の全額を繰越利益剰余金に振り替えることといたします。
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